
地域医療圏における一気通貫した医療/介護連携ネットワー
ク

がん対策医療DXイメージ
（地域医療プラットフォームの構築）

医療従事者

かかりつけ医⇔専門病院（病病連

携）

遠隔対応

遠隔教育

中核病医院⇔専門病院（病病連
携）

医療従事者向けの

コミュニケーションアプリ

かかりつけ医、一般病院、専門病院間で情報が共有

国民
（医療圏）

介護事業者

健康管理・オンライン診療アプリ
・日々の治療効果測定に繋がる健康管理
・PHRデータをオンライン診療・外来診療に活用

・地域医療情報連携の同意管理を患者視点で

オンライン診療

医介連携
訪問介護・看護事業者の

地域包括ケアアプリ
・訪問ヘルパー・看護師が利用者の日々の記録
・現場で服薬状況などの情報を
専門医やかかりつけ医等と共有

・医師からのコメントや指示を受けることが可能。

【24時間365日】

地域医療・介護連
携

～誰一人取り残さないがん医療国を構築～
地域広域圏におけるがん医療サスティナブルプロジェクト（仮）

「もっと元気 ほっと安心ずっと幸せ“やっぱり日本”」の実現

がん医療の課題

「❶包括的に患者を見守る」「❷患者の囲い込み抑制」「❸専門医療を医療過疎地まで届ける」

健康管理・医療機関間・医療介護間の情報連携基盤を整備

いつでも
安心

遠方の
家族も安心

もしもの
時も安心

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を実現させる「がん対策 医療DX事業」のご提案

「
人
と
人
」
「
人
と
病
院
」

「
病
院
と
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」
を
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と
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「健康管理」「診療」から、「専門医療」「リハビリ」「介護」までをサポート

がん医療対策の仮説

専門医教育を地域で取り組
む

アウトカム

〇がん治療について

• 治療・療養の長期化（がん患者の３人に２人は5年以上生存する）
• 治療・対処方法は高度化し、専門医療・介護が多様化。労働集約的な構造から、

人材は都市部集中傾向が続く。放射線治療施設の均てん化と集約化。

〇地域医療について

• 健診・専門医療・回復期・リハビリ・かかりつけ医・介護が包括的な連携が必要
• 都市部に医療資源が集中し、地域医療格差が加速、働き方改革が拍車

• 様々な構造から地域医療の統合と再編がはじまる
• 地域医療介護総合確保基金を中心に、長年取り組まれてきたが活用されていない
• 働き方改革でますます、地域医療格差が広がることが自明

〇がん患者と医療費について

• がんに罹患するのは生涯で50％、日本人の死亡原因も一位（約3割）
• 一人あたりの治療費（増加傾向）、自由診療を選択する患者も増加

• がんサバイバーが増え、再発予防や悪化抑制が必要となった

〇遠隔医療・ PHRの利活用

・PHR（スマホ）を基点とした医療情報連携が個人同意が必要なく、連携に繋がる
・PHRの普及が適切なオンライン診療にも繋がり、選択肢が広がり国民ニーズにも合致

・PHRが医療と連携して、未病・早期発見・発症後の悪化抑制管理などに繋がる

〇サステイナブルな仕組み作り

・デジタル田園都市構想事業など、官民・業界横断のデータ連携も推進されてきた
・医療情報連携が、感染届けや疫学調査など、行政としての業務効率化に貢献した

・保険の一括保険金請求など未払い対策になる医療連携も国民にとってもベネフィット
・医療機器・製薬企業の治験・創薬・薬効評価の収入が地域医療をサステイナブルに

〇自治体を超える広域的地域医療情報連携 Close the Care Gap！

・急性期医療情報連携が成功しつつあるようにモバイルの気軽な連携が求められている
・専門医・かかりつけ医DtoD遠隔診療が、地域と専門医療を繋げる紹介・連携となる

・国民も積極的に関与する地域医療情報連携である必要性がある

～地域医療を持続化させ、魅力ある地域をつくる～
◼ デジタル田園都市国家構想「魅力的な地域をつくる(遠隔医療) 」を実現。

（2024年度末までにデジタル実装地方公共団体1000団体の目標を促進）
◼ ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を加速。国際的共創・交流にも発展。

• 地域への普及啓発（集約・閉鎖型から持続・共創型）地域医療計画改定への介入支援
• デジタル田園都市国家構想の促進と連携した自治体への普及啓発と支援

地域医療プラットフォーム導入の重要成功要因（処し方）

サステイナブルな医療DX
◆ オンライン診療やPHR健康管理など、国民が直接的に活用できるサービスを搭載する
◆官民双方で相乗りができるインフラとして構築し、公費が前提ではないプラットフォームを目指す
◆ PHR・地域医療情報連携を公益インフラとして、国民ベネフィットを前提にオープン利活用を促す
◆保険会社・医療機器・医薬品・医療/健康サービス会社も一定ルールで参加するエコシステムを構築

◆医療者・介護者・国民のがん教育に繋がる取り組みを推進する
◆都市部に集中する医療資源を無理再配置するのではなく、医療DXで過疎地にまで届ける
◆新たなAI・センサー技術等、Point of Careに繋がる技術革新は、臨床試験・治験の場として提供
◆医療に閉ざしたデータ連携ではなくスマートシティのコンセプトでデータ連携・利活用の標準化を行う

◆国内での成功モデルをUHCモデルとして、世界に発信する

● 放射線治療が適切な患者の取りこ

ぼしが起きている可能性が高い

● 多くの地方病院ではキャンサーボード

*が機能していない

問題点/現状 解決策の提案/未来

放射線治療の知識が十分ではない他科

の主治医が適応の可否を判断するという

構造により、必要な患者に対して放射線

治療が届けられていない

放射線治療専門医師の意見を他科の

医師の意思決定に生かすことで、全ての

放射線治療が必要な患者に放射線治

療を届けられる

治療施設や医療圏を越えた

コミュニケーションのプラットフォームの構築

キャンサーボードが機能していない病院でも、主治医が放射線治

療医の意見を聞けるコミュニケーションプラットフォームを構築する

問題点の深掘り 具体的な提案

日本放射線腫瘍学会とのセミナーの実施

放射線治療の専門家集団としてはがん種別の学会に必ず日本

放射線腫瘍学会とのジョイントセミナーを設けることで、他科でがん

医療に携わる医師の放射線治療知識のアップデートを行う

放射線治療適応の可否を判断する立場にある他科の医師が放射線

治療医の専門的意見を聞ける仕組みの構築や、最先端の放射線治

療を学ぶセミナーの実施により、患者に対し適切な放射線治療を提供

する。

地域医療を担う施設と高度な放射線治療を担う施設が役割分担し、
適切で質の高い放射線治療をすべての患者に提供するためにも、

あるべき放射線治療の活用を促すために放射線治療専門医師の意見を
他科の医師の意思決定に生かす仕組みづくりが必要である

放射線治療遠隔適応可否判断システムの構築にむけて現状の課題

現状の課題

業務可視化のためのプロセスの粒度と名称の標準化ができていない
現時点での標準的業務プロセスの可視化ができていない
医師業務からタスクシフト可能な業務プロセスが不明瞭
業務実施者の評価レベルの特定ができていない

前立腺がんから始める

ガイドラインを読み込み、主治医の実施した検査治療データから
放射線治療に必要とするデータをセットにする設計をスタートする
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